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２． 有形固定資産の割賦購入

長期にわたり企業活動に利用される有形固定資産の取得原価は高額であることが多いため、そ

の支払も分割払いとすることがあります。この場合、取得原価よりも支払総額が多くなるのが一

般的で、その差額は、長期払いに対する金利だと考えられています。

100万円の自動車

100万円×１回 ＝ 100万円
差額５万円は

金利！

21万円×５回 ＝ 105万円

差額５万円は購入時に

「前払費用」としておき、

代金支払時に１万円ずつ

「支払利息」に振り替える。

それでは、仕訳を考えてみましょう。

(1) 100万円の自動車を一括払いで購入した場合

（購入時 ＝ 支払時）

（借方）車 両 1,000,000 （貸方）当座預金 1,000,000

(2) 100万円の自動車を21万円×５回の分割払いで購入した場合

（購入時）

（借方） （貸方）

（支払時）

（借方） （貸方）

※

※ 購入時に計上した「前払費用」50,000円から「支払利息」にいくらを振り替えるかは、

他にも計算方法があります。日商２級では、50,000円÷５回払い＝ 10,000円という計算

方法（定額法）のみを学習します。

一括払いだと

５回払いだと
ここが

重要！
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設例６

次の①～③の取引について、仕訳を行いなさい。

① Ｆ社は、備品 2,000,000円を購入し、代金は毎月末に期限の到来する 520,000円の約束手形

を４枚振り出して支払った。なお、利息は前払費用勘定で処理する。

② 当月末に約束手形１枚を現金で決済した。

③ 決算期末に３ヶ月分の減価償却費を間接法により計上した。なお、減価償却方法は、償却率

20％の定率法とする。

① 購入時

（借方）備 品 2,000,000 （貸方）営業外支払手形 2,080,000

前払費用 80,000

② 決済時

（借方）営業外支払手形 520,000 （貸方）現 金 520,000

支払利息 20,000 前払費用 20,000

③ 減価償却費の計上

（借方）減価償却費 100,000 （貸方）備品減価償却累計額 100,000

※ 2,000,000 × 0.200 × 3/12＝ 100,000
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３． リース取引の処理

高額な有形固定資産の調達は、２.で学習したような割賦購入で行われる場合もあれば、購入す

るのではなく、リース（賃借）による場合もあります。ただし、現実のリース（賃借）取引には、

割賦購入に近い取引形態をとることもあり、そのような場合には、割賦購入と同様の会計処理を行

うものとされています。

割賦購入と同様の会計処理を行う。

２.で学習した割賦購入

有形固定資産の調達
所有権移転ファイナンス・リース取引

リース（賃借）
所有権移転外ファイナンス・リース取引

の取引形態

単なる賃貸借取引

一定のリース取引について、何故、割賦購入と同様の会計処理を行うのか？

200万円の自動車

52万円×４回 ＝ 車両 200万 ＋ 利息 8万

52万円×４回 ＝ 車両 200万 ＋ 利息 8万

購入代価総額とリース料総額が同等で、かつ、リース期間終了後に自動車の所有権を借り手

に無償で移転する契約がなされているような場合には、実質的に、４回の分割払いによる割賦

購入と何ら変わりがありません。従って、このような一定の要件を満たすリース取引について

は、割賦購入と同様の会計処理をしなければならないこととされています。

（参考）

1. 下記①、②の両要件を満たすリース取引については、割賦購入と同様の処理が求められます。

① リース期間中の中途解約が禁止されている、又は賃借人が中途解約する場合には未経過

分のリース料のおおむね全部を支払うこととされている。

② 賃借人がリース資産からもたらされる経済的な利益を実質的に享受することができ、か

つ、（※）リース資産の使用に伴う費用を実質的に負担すべきこととされている。

（※）リース料総額がその資産の通常要する取得原価のおおむね90％を超える場合は、リース資産の

使用に伴う費用を実質的に負担すべきこととされているとみなします。

2. 上記1. によって、割賦購入したものとして計上した取得原価は、「所有権移転ファイナンス・

リース取引」は「通常の減価償却」、「所有権移転外ファイナンス・リース取引」は「リース期間定

額法」による償却計算を行います。

４年の分割払い

４年間のリース
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(1) 「所有権移転ファイナンス・リース取引」は、1. の両要件を満たすリース取引のうち、次のいず

れかの要件を満たす取引をいいます。

① リース期間の終了時又は中途において、そのリース資産が無償又は名目的な対価の額で

賃借人に譲渡されるものであること。

② リース期間の終了時又は中途においてリース資産を著しく有利な価額で買い取る権利が

賃借人に与えられているものであること。

③ 賃借人の特別な注文によって製作される機械装置のようにリース資産がその使用可能期

間中その賃借人によってのみ使用されると見込まれるものであること又は建築用足場材の

ようにリース資産の識別が困難であると認められるものであること。

④ リース期間がリース資産の法定耐用年数に比して相当短いもの（賃借人の法人税の負担

を著しく軽減することになると認められるものに限ります。）であること。

なお、「リース期間がリース資産の法定耐用年数に比して相当短いもの」とは、リース期間が

リース資産の法定耐用年数の70％（法定耐用年数が10年以上のリース資産については60％）に相

当する年数（１年未満の端数切捨て）を下回る期間であるものをいいます。

(2) 「所有権移転外ファイナンス・リース取引」は、1. の両要件を満たすリース取引のうち、「所有権

移転ファイナンス・リース取引」に該当しない取引をいいます。

（参考）は、国税庁のタックス･アンサーをもとに作成しております。
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(1) 取得原価の計上（取引開始時）の仕訳 ×6. 4. 1

割賦購入 所有権移転リース取引 所有権移転外リース取引 賃借取引

200万円の自動車を 200万円の自動車を 200万円の自動車を 200万円の自動車を

52万円×４年の分割 52万円×４年でリース 52万円×４年でリース 52万円×４年で賃借

払いで購入した。 した（中途解約は禁止され、 した（中途解約は禁止され、 した（中途解約可能である）。

５年後に無償譲渡される。）｡ ５年後に返還する。）｡

車 両 200 未払金 原則法 車 両 200 / リース債務 200 取得原価の計上なし

前払費用 8 208
車 両 208

支払総額と取得原価の差額
/リース債務 208

(2) 支払時の仕訳 ×7. 3.31

割賦購入 所有権移転リース取引 所有権移転外リース取引 賃借取引

原則法 リース債務 50 現 金 52
未払金 52 / 現 金 52 支払リース料 52 / 現 金 52

支払利息 2
支払利息 2 / 前払費用 2

前払費用 8 ÷ 4年(定額法) リース債務 52

/ 現 金 52

(3) 期末償却時の仕訳（定額法、車両の残存価額はゼロ、法定耐用年数は５年） ×7. 3.31

割賦購入 所有権移転リース取引 所有権移転外リース取引 賃借取引

原則法（耐用年数５年で償却） 原則法（リース期間４年で償却）
減価償却費 40

減価償却費 40 / 減価償却費 50 / 償却費の計上なし
/ 車両減価償却累計額 40

車両減価償却累計額 40 車両減価償却累計額 50

減価償却費 52

/ 車両減価償却累計額 52

耐用年数で普通償却 リース期間定額法（月数按分）

(4) 財務諸表の作成 （所有権移転外ファイナンス・リース取引は原則法）

所有権移転ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引

Ｂ/Ｓ Ｂ/Ｓ

有形固定資産 流動負債 有形固定資産 流動負債

リース資産 200 リース債務 50 リース資産 200 リース債務 50

減価償却累計額 40 固定負債 減価償却累計額 50 固定負債

リース債務 100 リース債務 100

Ｐ/Ｌ Ｐ/Ｌ

販売費及び一般管理費 販売費及び一般管理費

減価償却費 40 減価償却費 50

営業外費用 営業外費用

支払利息 2 支払利息 2

１年基準の適用 １年基準の適用

簡便法

簡便法

簡便法
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４． 有形固定資産の圧縮記帳

一定の有形固定資産（防災設備など）を取得する場合に国から補助金を受け取ったり、保険事故

（倉庫の火災など）が生じた場合に保険会社から保険金を受け取ることがあります。これら補助金

や保険金に法人税を課税すると、補助金の目的資産（防災設備）や保険事故の代替資産（新しい倉

庫）を購入できなくなる可能性があります。そこで、このような場合に、一時に法人税が課税され

ないように、課税の繰延を行うための会計処理が「圧縮記帳」です。

(1) 直接減額方式による圧縮記帳

省エネ設備を 1,400万円で購入し、国から 420万円の補助金を受け取ることに

なったとします。

① 機械設備の取得
（単位：万円）

（借方）機械設備 1,400 （貸方）現 金 1,400

② 国庫補助金の受取り

（借方）現 金 420 （貸方）国庫補助金収入 420

このままだと、国庫補助金収入 420万円に課税され、国税を徴収されることになります。そうな

ると、国が補助金を支給し、その一部を法人税として回収してしまうことになり、補助金を支給し

た効果が減殺されてしまいます。そこで、国庫補助金収入に一時に課税されないように、次のよう

な仕訳を行います。

③ 圧縮記帳

（借方） （貸方）

③の仕訳により、国庫補助金収入 420は相殺されてゼロになるとともに、機械設備の取得原価が

1,400から980へと圧縮されるため、③の会計処理は「圧縮記帳」と呼ばれています。この圧縮記帳

の効果について、圧縮記帳を行うかどうかで、税務上の費用（損金といいます）と収益（益金とい

います）がどのように変化するかを考察してみましょう。

イ. 圧縮記帳を行わない場合（①＋②＋減価償却費の計上）

償却期間全体の益金 ＝ 国庫補助金収入 420

償却期間全体の損金 ＝ 機械設備の減価償却費合計 ＝ 機械設備の取得原価 1,400

償却期間全体の課税所得 △ 980

ロ. 圧縮記帳を行う場合（①＋②＋③＋減価償却費の計上）

償却期間全体の益金 ＝ 国庫補助金収入 420 － 機械設備圧縮損 420 ＝ 0

償却期間全体の損金 ＝ 機械設備の減価償却費合計 ＝ 機械設備の取得原価 980

償却期間全体の課税所得 △ 980
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イ. ロ. ともに △980となっているため、圧縮記帳を行っても、課税期間全体の課税所得には

変化はなく、法人税等の額も変わりません。つまり、圧縮記帳を行うことによって、初年度の税

金は安く済みますが、償却費の総計上額が 1,400から980へと減少してしまうため、償却期間を

通じて課税の取戻しが行われ、結局、全体としての課税金額は変わらないことになります。

少し難しいので、もう少し検討してみましょう。

初年度 機械設備は会計年度末に取得したものとします。

圧縮記帳を行わない場合 圧縮記帳を行う場合

後Ｔ/Ｂ 後Ｔ/Ｂ

機械設備 1,400 国庫補助金収入 420 機械設備圧縮損 420 国庫補助金収入 420

機械設備 980

① 初年度は、圧縮記帳の方が 420だけ課税所得が小さく、税金が安くなる。

翌年度 ～ 償却終了年の合計 残存価額はゼロとします。

圧縮記帳を行わない場合 圧縮記帳を行う場合

後Ｔ/Ｂ 後Ｔ/Ｂ

減価償却費 1,400 減価償却費 980

機械設備 1,400 減価償却累計額 1,400 機械設備 980 減価償却累計額 980

② 翌年度～償却終了年の合計は、圧縮記帳の方が 420だけ課税所得が大きく、税金が高くなる。

①②より、初年度は税金は安くなりますが、翌年から償却終了年までに同額の課税の取戻し

が行われることが分かります。従って、圧縮記帳の制度は、初年度において、一時に課税され

ることを回避する制度ということになります。
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(2) 積立金方式（参考）

圧縮記帳を行うと、資産の取得原価が圧縮損の金額だけ過少に表示され、貸借対照表が歪んで

しまいます。先程の例でいうと、会社は、取得原価 1,400の機械設備を保有しているのに、貸借

対照表の利用者は、980の資産しか保有していないと判断してしまいます。この問題点を解決す

る方法が「積立金方式」です。「積立金方式」では、貸借対照表の資産価額を歪めないようにす

るため、取得原価に対する圧縮を行いません。

省エネ設備を 1,400万円で購入し、国から 420万円の補助金を受け取ることになったとします。

① 機械設備の取得
（単位：万円）

（借方）機械設備 1,400 （貸方）現 金 1,400

② 国庫補助金の受取り

（借方）現 金 420 （貸方）国庫補助金収入 420

直接減額方式の場合は、国庫補助金収入 420万円に対する課税を回避するために、機械設備圧縮

損を計上するとともに、機械設備の取得原価を同額だけ圧縮しました。これに対し、積立金方式で

は、機械設備の貸借対照表価額が歪まないように、次のような仕訳を行います。

③ 剰余金処分経理による圧縮積立金の積立

（借方）繰越利益剰余金 420 （貸方）圧縮積立金 420

③の仕訳では、機械設備の貸借対照表価額を 1,400万円のままにしておけますが、国庫補助金

収入 420万円がそのまま損益計算書に計上されるため、これに課税されてしまいます。そこで、

会計上の処理からは離れてしまいますが、法人税の確定申告を行う際に、課税の対象となる所得

を 420万円減額することになっています。以下は、法人税法関連法規に従った処理です。

初年度 機械設備は会計年度末に取得したものとします。

圧縮積立金を積み立てない場合 圧縮積立金を積み立てる場合

後Ｔ/Ｂ 後Ｔ/Ｂ

機械設備 1,400 国庫補助金収入 420 機械設備 1,400 国庫補助金収入 420

圧縮積立金 420

法人税の申告書で課税所得が 420万円

小さくなるように調整します。

翌年度 ～ 償却終了年の合計 残存価額はゼロとします。

圧縮積立金を積み立てない場合 圧縮積立金を積み立てる場合

後Ｔ/Ｂ 後Ｔ/Ｂ

減価償却費 1,400 減価償却費 980

機械設備 1,400 減価償却累計額 1,400 機械設備 1,400 減価償却累計額 980

圧縮積立金を積み立てた場合、機械の取得原価は 980万円とされます。圧縮積立金を積み立て

ない場合に比べ、減価償却費総額が 420万円減少することにより、課税の取戻しが行われること

になります。
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設例７ 国庫補助金の圧縮記帳

次の①～③の取引について、仕訳を行いなさい。３月末が会計期末である。

① ５月10日に機械装置 700万円を現金で購入し、７月10日より事業供用を開始した。

② ６月15日に機械装置の購入代金に充当する目的で 600万円の国庫補助金が普通預金に振り込

まれたため、同日に、直接減額方式による圧縮限度額 600万円の圧縮記帳を行っている。

③ 当期末の決算において、機械装置の減価償却費を計上した。償却方法は、耐用年数５年、残

存価額ゼロとした定額法である。

① 機械設備の購入
（単位：円）

（借方）機械設備 7,000,000 （貸方）現 金 7,000,000

② 国庫補助金の受取りと圧縮記帳

（借方）普通預金 6,000,000 （貸方）国庫補助金収入 6,000,000

【圧縮限度額について】

機械設備の取得原価 700万円と支給された国庫補助金 600万円のうち、少ない方の

金額が圧縮限度額とされます。日商２級の問題では、国庫補助金の全額を圧縮損とす

る設定での出題が予想されます。

③ 減価償却費の計上

（借方）減価償却費 150,000 （貸方）備品減価償却累計額 150,000

※（7,000,000－6,000,000） ÷ ５年 × 9/12 ＝ 150,000

【減価償却費について】

圧縮記帳を行った場合、償却計算の対象となるのは、圧縮記帳後の取得原価です。

従って、700万円から圧縮損 600万円を控除した 100万円を取得原価として償却費の

計算を行います。なお、償却計算の開始時期は、取得日ではなく、事業供用日とされ

ることに注意して下さい。
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設例８ 保険差益の圧縮記帳

次の①～③の取引について、仕訳を行いなさい。３月末が会計期末である。

① ５月10日に簿価 380万円（取得原価 2,400万円、耐用年数 20年、定額法、残存価額なし、

前期末の減価償却累計額 2,000万円）の倉庫が焼失した。

② ６月15日に保険会社から火災保険金 2,000万円が普通預金口座に振り込まれた。

③ ７月10日に代替倉庫 2,000万円を取得し、取得代価を普通預金口座から振り込んだ。同日よ

り事業供用するとともに、直接減額方式による圧縮限度額 1,620万円の圧縮記帳を行った。

① 倉庫の焼失
（単位：千円）

（借方）災害損失 3,800 （貸方）建 物 24,000

建物減価償却累計額 20,000

建物減価償却費 200

減価償却費＝ 24,000,000÷20年× 2/12 ＝ 200,000円

② 火災保険金の受取り

（借方）普通預金 20,000 （貸方）受取保険金 20,000

③ 代替倉庫の取得と圧縮記帳

（借方）建 物 20,000 （貸方）普通預金 20,000

【圧縮限度額について】

受取保険金と災害損失との差額は、「保険差益」と呼ばれています。受け取った保

険金と同額かそれより高額な代替資産を取得しているのであれば、保険差益の全額が

圧縮限度額となります。これに対し、受け取った保険金よりも安い代替資産しか取得

していない場合には、その割合に応じて、圧縮限度額も小さくなります。例えば、受

取保険金の60％相当額の代替資産しか取得していないのであれば、保険差益の金額の

60％しか圧縮記帳の対象になりません。本問の場合には、受け取った保険金 2,000万

円の全額を代替資産の取得に充当しているため、保険差益 1,620万円の全額が圧縮記

帳の対象とされていたわけです。

２級の場合には、圧縮損の金額は資料に与えられるはずです。

【減価償却費について】

本問では問われていませんが、償却計算の対象となる取得原価は、圧縮記帳後の金

額とされるため、2,000万円から圧縮損 1,620万円を控除した 380万円を取得原価と

して償却費の計算を行います。


